
区域 種別 対象者数

屋内退避 ／一時移転等の流れ

備考
警戒
事態

施設敷地
緊急事態 全面緊急事態

UPZ
（発電所か
ら概ね5～
30km圏内）

避難行動要
支援者
（医療機関）

福井県
822人

京都府
988人

滋賀県
（対象施設なし）

合計1,810人

 施設毎の避難計画は策定済み。

 福井県では、避難元施設ごとに
受入施設を事前設定。

 京都府では、「京都府災害時要
配慮者避難支援センター」が受
入施設を調整・確保。

避難行動要
支援者
（社会福祉施
設）

福井県
1,286人

京都府
1,272人

滋賀県
394人

合計2,952人

 福井県では、避難元施設ごとに
受入施設を事前設定。

 京都府では、「京都府災害時要
配慮者避難支援センター」が受
入施設を調整・確保。

 滋賀県では、滋賀県の調整によ
り受入施設を確保。

避難行動要
支援者
（在宅）

福井県
2,953人

京都府
6,183人

滋賀県
48人

合計9,184人

 一時移転等が必要となった避難行
動要支援者は、関係市町が準備し
た避難先に一時移転等を行う。

 なお、介護ベット等が必要な在宅の避難
行動要支援者は、福井県においては、
関係機関と調整し福祉避難所等を確保。
京都府においては、「京都府災害時要配
慮者避難支援センター」が福祉避難所等
を確保。滋賀県は、避難先に設置してい
る福祉避難ｺｰﾅｰを利用。

避難行動要
支援者
（学校・保育
所・幼稚園
等）

福井県
10,763人

京都府
12,842人

滋賀県
3人

合計23,608人

 警戒事態になった時点で授業・
保育を中止し、保護者への引き
渡しを開始。

 保護者へ引き渡しができない児
童等は、全面緊急事態になった
時点で屋内退避を行い、その後、
一時移転等の指示に基づき避難
先へ避難し、保護者に引き渡す。

一般住民※2

福井県
72,864人

京都府
84,885人

滋賀県
537人

合計158,286人

 事前に設定している避難先へ一
時移転等を実施。

 自家用車や関係府県等が準備し
たﾊﾞｽ等により避難。

避難先福祉施設
（199施設）

府県内避難先施設
福井県：137施設
京都府： 224施設
滋賀県：○○施設

自家用車、ﾊﾞｽ等により避難

全
面
緊
急
事
態
で
屋
内
退
避
を
開
始
。
そ
の
後
、
緊
急
時
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
結
果
に
基
づ
き
、
毎
時
５
０
０
マ
イ
ク
ロ
シ
ー
ベ
ル
ト
、
２
０
マ

イ
ク
ロ
シ
ー
ベ
ル
ト
を
超
え
る
区
域
が
特
定
さ
れ
た
場
合
は
、
当
該
区
域
の
住
民
の
一
時
移
転
等

を
実
施

屋内退避
（79施設：
2,952人）

屋内退避
（9,184人）

屋内退避
（158,286人）

屋
内
退
避
の
準
備
を
開
始

ﾊﾞｽ・福祉車両（支援者同乗）により避難

ﾊﾞｽ・福祉車両（職員同乗）により避難

ﾊﾞｽ（教職員同乗）により避難

一時移転等
対象学校等

一時移転
等対象者

一時移転
等対象者

大飯地域の緊急時対応（概要版） ③UPZにおける屋内退避・一時移転等の考え方

対象施設
（157施設）

保護者

引き渡し

開始

屋内退避
（20施設：
1,810人）

ﾊﾞｽ・福祉車両（職員同乗）により避難

避難先医療機関
（43施設）

府県内避難先施設
福井県：137施設
京都府：224施設
滋賀県：○○施設

※１ ＯＩＬ基準に基づく避難等や一時移転のこと。
※2 一般住民の対象者数は、PAZ内住民の人口。

一時移転等
対象病院

一時移転等対
象福祉施設

一時移転等
の指示

一時移転等
の指示

一時移転等
の指示

一時移転等
の指示

一時移転等
の指示

＜引き渡しできなかった児童等＞

屋内退避
（157施設：
23,608人）

府県外避難先施設
福井県：195施設
京都府：264施設
滋賀県：○○施設

福井県、京都府及び滋賀県が、それぞれの府
県内のバス会社等から必要となる輸送手段を調
達。不足する場合は、関西広域連合及び政府の
支援の下、隣接府県等から輸送手段を調達。

※１

3

追記願います

府県外避難先施設
福井県：195施設
京都府： 264施設
滋賀県：○○施設

府県内避難先施設
福井県：137施設
京都府：224施設
滋賀県：○○施設

府県外避難先施設
福井県：195施設
京都府：264施設
滋賀県：○○施設

※介護ベッド等が必要な
在宅の避難行動要支援
者は、福祉避難所等を
確保。

福祉避難所



大飯地域の緊急時対応（概要版） ④高浜地域防災訓練における教訓事項等を踏まえた改善

改善② 観光客等一時滞在者の避難行動等の具体化

改善① 家屋の倒壊等により屋内退避が困難な場合の基本フローの具体化

施設敷地緊急事態
（屋内退避準備要請）

警戒
事態

余
震
発
生

地
震
発
生

家屋が倒壊等した場合
には、近隣の指定避難

所等にて屋内退避

自家用車・バスによる避難

自家用車・バスによる避難

屋内退避準備

ケ
ー
ス
１

ケ
ー
ス
２

自宅にて屋内退避

ＵＰＺ外

府県内外
避難先

・原子力災害時に

備えあらかじめ設

定している府県内

避難先
家屋が倒壊等した場合には、
市町にて開設する近隣の指定

避難所等へ避難

 屋内退避指示がでている中で余震が発生し、屋内退避の継続が困難な場合には、人命の安全

確保の観点から地震に対する避難行動を最優先する。

 屋内退避指示中に避難を実施する際には、国及び関係府県等は、住民等の避難を円滑に実施

するため、避難経路や国が提供する原子力発電所の状況等について、確認・調整等を行う。

全面緊急事態（屋内退避指示）

 関係府県及び関係市町は、PAZ及びUPZ内の観光客等一時滞在者に対し、警戒事態において、

帰宅等を呼びかける。

 帰宅等に時間を要する一時滞在者は、宿泊施設等に移動し、PAZ内では施設敷地緊急事態の

段階で、UPZ内では全面緊急事態で避難を実施。

改善⑤ 特別警報等発令時には無理に避難せず屋内退避を優先

 半島部や中山間地に

おいて、自然災害等

により住民が孤立し

た際、避難体制が整

うまで退避する場所と

して、放射線防護施

設以外の屋内退避施

設も活用。

 当該地域では、新た

に約２０００人分の屋

内退避施設を設定。

避
難
準
備

自宅等
にて屋
内退避

避難
行動
要支
援者

住
民

天候回復

自宅等にて屋内退避

放射線防護施設
にて屋内退避

福祉車両等による避難

輸送等の避難準備
完了後に避難

避
難
先

避難準備
一時集合

場所

自家用車等による避難

暴風雪や大雪時など（気象庁における特別警報等の発令）

施設敷地緊急事態
（屋内退避準備要請）

警戒
事態

全面緊急事態（屋内退避指示） ＵＰＺ外

＜ （PAZの例）住民避難の際に全面緊急事態で暴風雪などから天候が回復した場合＞

車椅子車両 ストレッチャー車両

在宅 ２６０台 １７５台

医療機関 １７３台 ２５３台

社会福祉施設 ３５０台 １０５台

合計 ７８３台 ５３３台

必要車両台数 ５６台 ３９台

県内の福祉車両保有数 ７０４台 ８９台

（一社）福井県タクシー
協会に所属するタク
シー保有数

８００台

 ＵＰＺ内全域が一時移転等を

実施すると仮定し、必要とな

る福祉車両数及び府県内の

福祉車両保有台数を調査。

 要支援者の一時移転等の際

には、まずは府県内で保有

している福祉車両を利用して

避難することを優先するが、

それでも不足するような場合

には、府県タクシー協会に所

属するタクシーを活用。

＜ （福井県の例） UPZ内市町の一時移転等における福祉車両の確保＞

※１ 車椅子車両は１台あたり
２名、ストレッチャー車両は１
台あたり１名搬送をすることを
想定

※1

※２ ピストン輸送（１４往復）
を想定

※2

※3
※３ 一般タクシーは、車椅子
を荷台に積むことや座席のリク
ライニング利用や支援者の同
伴により、福祉車両と同等の輸
送能力が確保可能

改善④ ＵＰＺ内における一時移転等の際の福祉車両確保策を明記

 気象庁から特別警報
等が発令されている
場合には、外出を控
える等の安全確保を
優先するため、無理
に避難せずに、屋内
退避を実施。

 その後、天候が回復
するなど、安全が確
保できた場合には避
難を実施。

徒歩等 バスによる避難

無理に避難すると
健康ﾘｽｸが高まる者

敦賀港等

大島漁港（はまかぜ交流センター西側）

PAZ

堅海児童センター

屋内退避施設
（収容可能者数：104人）

Ｈ
おおい町多目的グラウンド

（大型ヘリ離着陸可能）

Ｈ

若狭ヘリポート
（大型ヘリ離着陸可能）

泊区内場外離着陸場

福井県栽培漁業センター

放射性防護対策施設
（収容可能者数：100人）

福井県立大学海洋生物
資源臨海研究センター

屋内退避施設
（収容可能者数：70人）

Ｈ

Ｈ

ヘリによる避難

大島半島

小浜港

和田港等

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合など、関係自治体の要請により実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊 ）が必要な支援を実施。実動組織への要請後、発電所や気象の状況等を

踏まえ、必要に応じ警戒事態の段階においても、原子力施設近傍のヘリポート適地等へのヘリコプターの推進を調整するなど柔軟に対応。
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バス
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自
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等

自家用車等
自
家
用
車
等
に
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り

速
や
か
に
帰
宅
等
可
能

自家用車、観光バス
のほか、路線バス等
公共交通機関で速や
かに帰宅等が可能

路線バス等公共交
通機関が利用でき
ず、帰宅等に時間を
要する

移
動
手
段
が
確
保
で

き
ず
帰
宅
等
に
時
間

を
要
す
る

避
難
先

自
宅
等

公
共
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し
帰
宅
等
を
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施

警
戒
事
態
発
生

移
動
手
段
を
確
保
で
き
た

際
に
は
帰
宅
等
を
実
施

宿
泊
施
設
等
に
移
動

＜PAZ内の観光客等一時滞在者の避難の流れ＞

既に避難している近隣
の指定避難所等にて屋

内退避

余震発生に伴い、屋内退避
の継続が困難な状況が発生

改善③ 放射線防護対策施設以外の屋内退避施設の活用

＜凡例＞

：放射線防護施設（収容可能者数）

Ｈ ：ヘリポート適地等

：漁港

：放射線防護施設以外の屋内
退避施設（収容可能者数）

大島小学校

放射線防護対策施設
（収容可能者数：75人）

屋内退避施設
（収容可能者数：900人）

はまかぜ交流センター

放射線防護対策施設
（収容可能者数：155人）

屋内退避施設
（収容可能者数：907人）

内外海半島

船舶による避難

＜ （PAZの例）半島地域が孤立した場合の対応（大島半島、内外海半島）＞
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